
 

 
 
 

１ 基本理念 

  国土強靱化の趣旨を踏まえ、防災・減災対策を中心とした活力のある地域づくりを

図ることにより、『強く、しなやかで、美しい「愛のくに 愛顔あふれる愛媛県」』を

目指し、計画を策定する。 

 

２ 基本目標 

  １の基本理念を達成するため、次の４項目を基本目標として掲げる。 
 

 ① すべての人命の確保が最大限図られること 

 ② 県の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

 ③ 県民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

 ④ すべての被害の迅速な復旧復興が図られること 

 

３ 計画期間 

  本計画は、「えひめ震災対策アクションプラン」と連携して推進することとし、計画

期間は、同プランと同様、令和７年度までとするほか、毎年度進捗管理を行うととも

に、必要に応じ見直しを実施する。 

 

４ 対象とする自然災害（リスク） 

  本県の地域特性を踏まえ、甚大な被害が発生する可能性のある次の２つの自然災害

を対象とする。 
 

(1) 南海トラフ地震 

 【理 由】 

 ○ 平成 25 年に公表した県地震被害想定調査によれば、最悪の場合、強い地

震の揺れや大規模津波により、死者約１万６千人、全壊建物約 24万４千棟、

被害額は約 16兆２千億円に上るとされている。 

 ○ 国の調査機関によれば、今後 30 年以内に南海トラフ沿いでＭ８～９の地

震が発生する確率は 70～80％となっており、地震発生の危険性は年々高ま

ってきている。 

 

  
(2) 台風、集中豪雨等による風水害（水害、土砂災害等も含む） 

 【理 由】 

 ○ 近年、台風が大型化しているほか、広島市土砂災害(H26.8)や関東・東北

豪雨(H27.9)、九州北部豪雨（H29.7）のように集中豪雨による被害も激化し

ている。 

 ○ 本県でも、平成 16 年に来襲した一連の台風による土砂災害や洪水等によ

り、26名の人命が奪われたほか、平成 30年７月には、梅雨前線の停滞や線

状降水帯の発生による集中豪雨に見舞われ、土砂災害や河川の氾濫等により

死者 27名、災害関連死６名を数えるなど、甚大な被害が発生している。 
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５ 脆弱性の評価 

  ４つの基本目標を達成するため、８つの「事前に備えるべき目標」と 33の「起きて

はならない最悪の事態」を設定して、脆弱性の評価を実施した。 

 

６ 強靱化の推進方針 

  脆弱性の評価結果に基づき、「起きてはならない最悪の事態」ごとの強靱化の推進方

針を84項目に整理するとともに、施策の達成度・進捗状況を把握するため、項目ごと

に203の重要業績指標（再掲を含む）を設定した。 
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７ 施策の重点化 

  限られた資源で効率的かつ効果的に強靱化を進めるため、15の「起きてはならない

最悪の事態」を重点項目として設定した。（上記表の青塗り・太枠箇所） 

 

８ 計画の推進 

  ＰＤＣＡサイクルにより、計画の進捗管理や見直しを実施していく。 
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